審査様式２－３　　　　      特別管理産業廃棄物処分業許可申請書審査表（新規・更新）
申請者（　　　　　　　　　　　　）　　事業の区分 [ 中間処理（　　　　　　　　）・最終処分（　　　　　　　  ） ]
	事　　　　　　項
	添付
	審査
	審　　　　査　　　　内　　　　容
	指摘その他

	 特別管理産業廃棄物処分業許可申請書
（省令様式第十四号）
	
	
	申請者の欄の〒、住所、氏名、電話番号を記入（⑨の登記事項証明書、⑩の住民票等と照合）。申請書（第１～３面）が複数にわたる場合は割印が押してあること
	

	
	 事業の範囲
	 事業の区分
	
	中間処理業（焼却）、最終処分業（管理型埋立）等のように記　　

入
	

	
	
	 特別管理産業廃棄物の種類
	
	事業の区分ごとに記入
	

	
	 事務所及び事業
 場の所在地
	 事務所の所在地
	
	⑨の登記事項証明書、⑩の住民票等と照合
	

	
	
	 事業場の所在地
	
	事業の用に供する施設の設置場所、③の土地の登記事項証明書と照合
	

	
	 事業の用に供す
 るすべての施設
 （最終処分場の
 場合の処理能力
 は、埋立地（埋
 立処分の用に供
 されている場
 所）の面積及び
 埋立容量）
	 施設の種類
	
	①(3)(4)、②又は処理施設設置許可証と照合
	

	
	
	 設置場所
	
	①(3)(4)、⑱又は処理施設設置許可証と照合
	

	
	
	 設置年月日
	
	①(3)(4)、使用前検査日（不明の場合、当該事業の開始年月日）と照合
	

	
	
	 処理能力
	
	①(3)(4)、②又は処理施設設置許可証と照合
	

	
	
	 許可年月日及び許可番号（施設の設
 置許可を受けている場合に限る）
	
	処理施設設置許可証と照合
	

	
	 保管を行う場合
 には、保管を行
 うすべての場所
 の所在地、面積、
 保管する特別管
 理産業廃棄物の
 種類、特別管理
 産業廃棄物に係
 る処分等のため
 の保管上限及び
 積み上げること
 ができる高さ
	 所在地
	
	⑱の配置図と照合
	

	
	
	 面積
	
	①(7)、②の図面と照合
	

	
	
	 特別管理産業廃棄物の種類
	
	①(2)と照合
	

	
	
	 保管上限
	
	①(7)と照合。保管基準を満たしていること
	

	
	
	 高さ
	
	屋外で、容器を用いない場合に記入。保管基準を満たしていること
	

	
	 事業の用に供す
 る施設の処理方
 式、構造及び設
 備の概要
	 処理方式
	
	①(3)(4)、処理施設設置許可申請内容と照合
	

	
	
	 構造及び設備の概要
	
	同上
	

	
	 既に処理業の許
 可を有している
 場合はその許可
 番号
	 宮崎県の番号
	
	収集運搬業又は処分業の許可を既に有している場合に記入（10桁又は11桁）。また、許可申請をしている場合は、申請年月日を記入
	

	
	
	 他の都道府県・政令市の番号
	
	同上（10桁又は11桁）。また、許可申請をしている場合は、申請年月日を記入
	

	
	 申請者
	 個人である場合
	
	本籍と住所は地番まで正確に記入（⑩の住民票等と照合）
	

	
	
	 法人である場合
	
	住所は地番まで正確に記入（⑨の登記事項証明書と照合）
	

	
	 未成年者である

場合
	法定代理人が個人である場合
	
	本籍と住所は地番まで正確に記入（⑪の住民票等と照合）
	

	
	
	法定代理人が法人である場合
	
	法人の住所、役員（下の「役員」の内訳を参照）の本籍と住所は地番まで正確に記入（⑫の登記事項証明書、住民票等と照合）
	

	
	 法人である場合、役員

	
	役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む）全員について記入（⑬の住民票等、⑨の登記事項証明書と照合）。本籍と住所は地番まで正確に記入
	

	
	 法人である場合、発行済株式総数の100分の５以上の
 株式を有する株主又は出資の額の100分の５以上の額
 に相当する出資をしている者（該当する株主又は出資
 者がある場合）
	
	株主等が個人の場合は本籍と住所を、法人の場合は住所欄に本店の所在地を地番まで正確に記入（⑭の住民票等、登記事項証明書と照合）。該当がない場合は発行済株式の総数又は出資の額は記入不要であるが、氏名又は名称の欄に「該当なし」と記入。また、株主等が法人の場合、氏名又は名称欄に、名称及び代表者名を記入
	

	
	 令第６条の10に規定する使用人
	
	本籍と住所は地番まで正確に記入（⑮の住民票等と照合）該当がない場合は、氏名の欄に「該当なし」と記入
	


　　注意：許可の更新の場合は、更新前の許可の内容と照合すること
【添付書類】
	NO
	添　　　付　　　書　　　類
	添付
	審査
	審　　　　査　　　　内　　　　容
	指摘その他

	①
	 事業計画の概要を記載した書類（細則様式第

16号）
	
	
	
	

	
	 (1) 事業の全体計画
	
	
	全体計画を明確かつ簡潔に記入（どこから出る何をどう処理するのか）
	

	
	 (2) 処分する特別管理産業廃棄物の種類及
 　　び処分量等
	
	
	  種類ごとに処分方法（焼却、管理型埋立等）、処分量、性状（固体、泥状、液状等）、予定排出事業場の名称及び所在地を記入
	

	
	施法
設15
を条
除許
く可
	 (3) 中間処理施設
	
	
	  申請書のカガミと照合。環境保全設備について具体的に記入
	

	
	
	 (4) 最終処分場
	
	
	  申請書のカガミと照合。環境保全対策について具体的に記入
	

	
	 (5) 処分業務の具体的な計画
	
	
	事業のフロー､営業時間､休業日､従業員数を記入。従業員数が事業計画に対して十分であること
	

	
	 (6) 環境保全措置
	
	
	大気・水質・騒音・振動・悪臭等の公害防止対策の具体的な計画を記入
	

	
	 (7) 保管上限の計算
	
	
	中間処理の場合に記入。保管基準に適合していること
	

	②
	法15条許可施設の場合は省略できる（保管場所は除く）
	事業の用に供する施設（保管の場所を含む）の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図、構造図及び設計計算書並びに当該施設の付近の見取図
	 平面図
	
	
	主要な施設の構造・能力等を十分把握できるもの
	

	
	
	
	 立面図
	
	
	同上
	

	
	
	
	 断面図
	
	
	同上
	

	
	
	
	 構造図
	
	
	同上(門扉、囲い、立札、処理後の廃棄物の貯留設備を含む)
	

	
	
	
	 設計計算書
	
	
	主要な施設の処理能力の計算書及び必要に応じて構造耐力上安全であることを証する書類
・中間処理施設の場合
　…排ガス、排水処理施設、その他必要な計算書等
・最終処分場の場合
　…雨量計算書、排水施設設計計算書、地積測量図、面積計
算書、容積計算書、擁壁等の安定計算書、その他必要な計算書等
	

	
	
	
	 見取図
	
	
	人家等の位置がわかる地図(縮尺1/2,500程度のもの)及び施設の位置がわかる地図(縮尺1/25,000程度のもの)
	

	
	
	 最終処分場にあっては、周囲の地形、地
 質及び地下水の状況を明らかにする書類
 及び図面
	
	
	最終処分場の場合に添付されていること
①周囲の地形及び下流域の状況がわかる図面（等高線の入った1/2500～1/5000程度のもので埋立地外の雨水が埋立地に流入する範囲の流域及び埋立地から流出する排水の流出経路､下流の利水状況を記入すること）
②地質の状況を明らかにする書類及び図面
③地下水の状況を明らかにする書類及び図面
	

	③
	 申請者が施設の所有権を有すること（所有権
 を有しない場合には、使用する権原を有する
 こと）を証する書類
	
	
	・中間処理の場合（⑱と照合）
　…土地の登記事項証明書、処理施設の売買契約書、賃貸契約等
・最終処分(埋立)の場合（⑱と照合）
　…土地の登記事項証明書、賃貸契約書等
	

	④
	 処分（埋立処分を除く）後の特別管理産業廃
 棄物の処理方法を記載した書類（細則様式第
 17号）
	
	
	処分後の廃棄物の種類に応じた適切な処分であること。処分後の廃棄物の処分を他人に委託する場合、受託者が当該廃棄物の処分の許可を有していること
	

	⑤
	 当該事業を行うに足りる技術的能力を説明す
 る書類
	
	
	産業廃棄物処理業許可申請に係る講習会修了証の写し等
・新規申請の場合
　…新規、特管処分課程、有効期間は５年
・更新申請の場合
　…更新又は新規､特管処分課程､有効期間は更新２年､新規５年
・個人から法人化する場合…更新申請の場合と同じ取扱い
	

	⑥
	 当該事業の開始に要する資金の総額及びその
 資金の調達方法を記載した書類（細則様式第

15号の3）
	
	
	総　　額：資金の内訳、金額が妥当なものであること
調達方法：資金の総額に対し十分な額であること。借入がある場合は、確実に借入れできるものであり、かつ、返済方法に無理がないこと
	

	⑦
	 法人である場合、直前３年の各事業年度におけ
 る貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計

算書、個別注記表、法人税の納付すべき額及

び納付済額を証する書類（諸勘定内訳書を含む）

	
	
	貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個別注記表、確定申告書の写し（別表すべて）、諸勘定内訳書、法人税（国税）の納税証明書（３年分無い場合はある分だけ）の添付。
・新規設立法人の場合…申請以後３年間の収支計画書（取引先、料金設定）

・新規設立法人以外の法人の場合…事業を継続するのに十分な経理的基礎を有すること
	

	⑧
	 個人である場合、資産に関する調書（細則様式第13号）、直前３年の所得税の納付すべき額
及び納付済額を証する書類

	
	
	資産に関する調書、確定申告書の写し（別表すべて）、所得税（国税）の納税証明書の添付。青色申告事業者の場合は、さらに貸借対照表、損益計算書も添付。事業を継続するのに十分な経理的基礎を有すること
	

	⑨
	 法人である場合、定款又は寄附行為及び登記
 事項証明書
	
	
	内容が申請時点で最新のものであること。更新の場合、産廃の処分業が定款の目的欄に入っていること
	

	⑩
	 個人である場合、住民票の写し又は外国人登録
 証明書の写し及び登記されていないことの証明

書
	
	
	内容が申請時点で最新のものであること
	

	⑪
	未成年者である場合で、その法定代理人が個

人である場合、その個人の住民票の写し及び

登記されていないことの証明書
	
	
	申請書に記載された者について添付。内容が申請時点で最新のものであること
	

	⑫
	未成年者である場合で、その法定代理人が法

人である場合、その法人の登記事項証明書、

並びにその法人の役員の住民票及び登記され

ていないことの証明書
	
	
	同上
	

	⑬
	 法人である場合、役員の住民票の写し及び登記されていないことの証明書


	
	
	同上
	

	⑭
	 法人である場合において、発行済株式総数の
 100分の５以上の株式を有する株主又は出資
 の額の100分の５以上の額に相当する出資を
 している者がある場合、これらの者の住民
 票の写し及び登記されていないことの証明

書又は登記事項証明書
	
	
	申請書に記載された者について添付。内容が申請時点で最新のものであること
・該当する株主又は出資者が法人である場合
　…登記事項証明書
・該当する株主又は出資者が個人である場合
　…住民票の写し、登記されていないことの証明書
	

	⑮
	 令第６条の10に規定する使用人がある場合、
 その者の住民票の写し及び登記されていないことの証明書
	
	
	申請書に記載された者について添付。内容が申請時点で最新のものであること
	

	⑯
	 感染性産
 業廃棄物
 及び廃石
 綿等以外
 の処理を
 行う場合
	 当該特別管理産業廃棄物の性状の
 分析を行う設備の概要を記載した
 書類
	
	
	処理場内の設備で、特別管理産業廃棄物を適正に処分又は再生するために必要な成分等の分析を行うことができること

	

	
	
	 当該性状の分析を行う者が当該分
 析について十分な知識及び技能を
 有することを証する書類
	
	
	当該者の分析に関する経歴書等。日常的に必要な分析を支障なく、かつ、遅滞なく行うことができること
	

	⑰
	 技術管理者の資格を証する書類（技術管理士
 認定証又は旧厚生大臣認定講習の修了証の写
 し）
	
	
	法第15条許可(届出)施設の場合に添付。コースが正しいこと廃棄物処理施設技術管理者講習（日本環境衛生センター）
　最終処分場コース：最終処分場
　産業廃棄物焼却施設コース：焼却施設
　破砕・リサイクル施設コース：破砕施設
　産業廃棄物中間処理施設コース：その他の中間処理施設
旧厚生大臣認定廃棄物処理施設技術管理者認定講習
　産業廃棄物焼却施設コース：焼却施設
　産業廃棄物中間処理施設コース：その他の中間処理施設
　産業廃棄物最終処分場コース：安定型､管理型､遮断型
　産業廃棄物安定型最終処分場コース：安定型
	

	⑱
	 中間処理、最終処分（埋立）の場合
 （法第15条の許可施設である場合は不要）
 施設（事務所、保管施設を含む）の配置図（地
 番がわかるもの）
	
	
	字図上に施設の配置を示したもの
	

	⑲
	 更新前の許可証の写し
	
	
	更新の場合は更新前の許可証が添付されていること
	

	⑳
	事前協議が終了していることを証する書類
	
	
	要綱に基づく事前協議修了通知書
	

	eq \o\ac(○,21)
	欠格要件に該当しない者であることの誓約書（細則様式第15号の4）
	
	
	欠格要件に該当しない旨の誓約であること。
	


※申請書に先行許可証を添付する場合であっても、添付書類の省略は不可。

